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１ 計画策定の趣旨 

豊郷町（以下、「本町」という。）では、平成 30（2018）年３月に「第３次障がい者基本計画 第

５期障がい福祉計画 第１期障がい児福祉計画」を策定し、「だれもがいきいき、豊かに暮らせる福

祉のまちづくり」を基本理念に、障がい者施策を進めてきました。また、令和３（2021）年３月に

「第６期障がい福祉計画 第３期障がい児福祉計画」を策定し、必要とされる障がい福祉サービス

の充実を図ってきました。 

この間、国では、「障害者基本法」に基づく「第５次障害者基本計画」が令和５（2023）年度から

５年間の計画として示されました。滋賀県では、令和５（2023）年度に「滋賀県手話をはじめとす

る障害の特性に応じた言語等による意思疎通等の促進に関する条例」が制定され、すべての県民が

障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現することを目指しています。 

こうした国や県の動向、本町の状況を踏まえ、「豊郷町第４次障がい者基本計画、第７期障がい福

祉計画、第３期障がい児福祉計画」（以下、本計画という。）を策定しました。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、「障害者基本法」第 11 条第３項に基づく「第４次障がい者基本計画」と、「障害者総合

支援法」第 88 条に基づく「第７期障がい福祉計画」、「児童福祉法」第 33 条 20 に基づく「第３期

障がい児福祉計画」の３つの計画を一体的に策定するものです。「第７期障がい福祉計画」並びに

「第３期障がい児福祉計画」については、障がい福祉サービス等の提供の目標値を掲載します。 

また、本計画は「第５次豊郷町総合計画」を上位計画とするとともに、「豊郷町地域福祉計画」や

「豊郷町高齢者保健福祉計画および第９期介護保険事業計画」、「第２期豊郷町子ども・子育て陽だ

まりプラン」等との整合性にも視点を置きながら、総合的な施策の展開を推進します。 

 

３ 計画の期間 

「豊郷町第４次障がい者基本計画」の計画期間は、令和６（2024）年度から令和 11（2029）年度

までの６年間です。「豊郷町第７期障がい福祉計画および第３期障がい児福祉計画」の計画期間は、

令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までの３年間です。 

年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 

障がい者計画 
 

     

障がい福祉計画 
 

     

障がい児福祉計画 
 

     

  

第４期（令和９～11 年度） 

第７期（令和６～８年度） 

第３期（令和６～８年度） 

豊郷町第４次障がい者基本計画（令和６～11 年度） 

第８期（令和９～11 年度） 
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４ 基本理念 

だれもがいきいき、豊かに暮らせる 

福祉のまちづくり 
 

障がいや正しい知識を普及し、多様性と包括性が尊重される地域社会をつくることが、共に安心

して暮らせるまちの実現につながります。全ての人々が社会的に結びつき、互いに支え合うことの

できる環境の整備、相互理解と共感の意識向上に取り組みます。 

 

５ 施策の内容 

１ ともに理解し合い、支え合うための広報・啓発の推進 

（１）広報・啓発活動の推進 
①啓発活動の推進         ②「障害者週間」等の周知・活用 

③障害者差別解消法の周知・啓発  ④多様化する障がいへの理解促進 

（２）福祉教育・交流の推進 

①学校等における福祉教育の推進   ②学校等における交流活動の推進 

③地域社会における理解の推進  

④講座・講習会、各種福祉関連イベントの実施・支援   

⑤地域社会における交流活動の推進 

 

２ 住み慣れた地域で自立して生活できる支援の充実 

（１）保健・医療の充実 

と連携 

①健康診査の充実           ②医療・リハビリテーション体制の充実 

③難病や重度障がい者等への支援④医療的ケア児等を支援する体制づくり 

⑤精神保健福祉施策の推進   ⑥地域包括ケアシステムの充実 

⑦医療費等の公費負担の実施 

（２）福祉サービスの充実 

①訪問系サービスの充実     ②日中活動系サービスの充実 

③地域生活支援事業の充実   ④介護保険サービスとの連携 

⑤補装具の交付・修理       ⑥日常生活用具の支給 

⑦各種手当・給付金支給制度の周知 

⑧サービスに関する情報・相談体制の整備 

⑨障がい児福祉サービスの提供体制の整備 

（３）居住の場の確保 

①公営住宅におけるバリアフリー化と入居支援 

②住宅改造費助成制度の周知 

③地域における生活場所の確保へ向けた支援 

④施設への支援 

（４）相談支援体制の充実 
①相談窓口の充実               ②基幹相談支援センターの充実 

③相談員による相談支援の充実   ④家族に対する支援 

（５）権利擁護の推進 
①自己決定の支援               ②地域福祉権利擁護事業の推進 

③成年後見制度の周知・相談  
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３ 自分らしくいきいきと育つ療育・教育体制の充実 

（１）障がいの早期発見・ 

早期療育 

①各種健康診査の実施            ②発達障がい児支援の充実 

③親子教室の実施                 ④療育体制の整備  

（２）ともに学ぶ保育・教育

の充実 

①障がい児保育の環境充実         ②学校教育の環境整備 

③インクルーシブ教育の推進       ④教職員の専門性の向上 

⑤地域における障がいのある子どもへの支援 

⑥教育相談の充実                 ⑦途切れのない教育・支援の推進 

⑧就学・進路指導体制の充実       ⑨途切れのない支援体制の構築 

  

４ 社会参加の促進 

（１）総合的な就労支援 

施策の推進 

①民間企業への啓発・雇用拡大の促進  ②公共機関における雇用拡大の推進 

③就労移行支援の充実              ④実践的訓練機会の充実 

⑤福祉的就労の充実                ⑥農福連携の推進 

⑦職場への移動・通勤支援          ⑧相談・助言体制の充実 

⑨広域的な就労ネットワークの形成 

（２）スポーツ・文化・ 

レクリエーション 

活動の推進 

①文化・芸術活動の推進            ②生涯学習の促進  

③スポーツ活動の推進              ④社会体育施設の整備 

  

５ 安心で快適に暮らせる基盤づくりの促進 

（１）情報アクセシビリティ 

の向上 

①わかりやすい情報提供の推進      ②窓口等における情報提供の充実 

③障がいの種類に配慮した情報提供の充実 

④窓口業務における障がいのある人への配慮の充実 

（２）地域福祉の推進 
①社会福祉協議会との連携          ②ボランティアの育成 

③障がい者団体の育成・活動支援    ④地域自治活動の充実 

（３）住みよいまちづくりの 

促進 

①ユニバーサルデザインの普及・啓発  

②民間施設の整備・改善へ向けた啓発 

③道路・交通安全施設の整備        ④移動環境の整備 

（４）防災対策・緊急時の 

支援 

①地域における防災・感染症対策に対する支援体制の強化 

②災害情報を伝える仕組みづくり    ③災害時における支援体制の整備 

④避難支援の推進                  ⑤地域における防犯体制の強化 

（５）虐待の防止 ①見守りネットワークの構築        ②広報・啓発活動の実施 
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６ 令和８（2026）年度末までの目標・見込量 

■ 施設入所者の地域生活への移行 

目  標  目標値 

施設入所からの地域生活移行者数 1 人 

施設入所者削減数 1 人 

 

■ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

目  標 

湖東圏域の保健医療福祉関係者でネットワークをつくり、長期入院者の地域移行及び地域定着に関するこ

となどについて協議する場を設けている。 

活動指標 目標値 

保健・医療・福祉関係者による協議の場（各圏域）の設置 か所 １ 

保健・医療・福祉関係者による協議の場の開催回数 回／年 １ 

保健・医療・福祉・介護・当事者・家族等の関係者ごとの参加者数 人／年 24 

保健・医療・福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施回数 回／年 １ 

 

■ 地域生活支援拠点等の整備 

目  標 

コーディネーターの配置等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築については、地域生活

支援拠点の面的整備を進める。また、強度行動障がいを有する者に関する支援ニーズの把握、支援体制の

整備はすでに実施している。 

 

■ 福祉施設から一般就労への移行等 

 

 

  

目  標 目標値 目  標 目標値 

就労移行支援事業等を

利用して一般就労に移

行する人数 

１人 

就労移行支援事業を利用して一般就労に移行する人数 1人 

就労継続支援Ａ型から一般就労に移行する人数 １人 

就労継続支援Ｂ型から一般就労に移行する人数 1人 

就労移行支援事業所等を通じて一般就労に移行する人に対して、就労定着支援事業所の利用を促進す

るとともに、引き続き質の向上に向けた取り組みを進める。 
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■ 発達障がい者等に対する支援 

 

■ 障がい児支援の提供体制の整備等 

 

■ 相談支援体制の充実・強化等 

目  標 

相談支援体制の充実・強化は、湖東圏域内の基幹相談支援事業所を中心とした実施体制の確保をめざす。

人材育成に関しては、各種相談支援専門員研修の受講や湖東地域障害者自立支援協議会による研修の開

催、圏域連絡会への参加や町の福祉部門との連携等を通じて相談支援体制の充実・強化を図る。 

 

■ 障害福祉サービスの質の向上 

目  標 

障害福祉サービスの質の向上に向けて、県等が実施する研修等へ参加を進める。 

活動指標 目標値 

都道府県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修の参加や都道府県

が市町村職員に対して実施する研修の参加人数 
人／年 1 

障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその結果

を活用し、事業所や関係自治体等と共有する体制の有無及びそれに基づく

実施回数 

有無 有 

回／年 12 

 

 

７ 障がい福祉サービスの見込量 

サービス名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 
 

訪
問
系 

�
�
�
� 

居宅介護 人／月 36 37 38 

重度訪問介護 人／月 １ １ １ 

行動援護 人／月 ３ ３ ４ 

同行援護 人／月 ５ ５ ５ 

重度障害者等包括支援 人／月 ０ ０ ０ 

  

目  標 目標値 

支援プログラム等の受講者数 １人 

支援プログラム等の実施者数 １人 

ペアレントメンターの人数 １人 

ピアサポートの活動への参加人数 １人 

目  標 目標値 

児童発達支援センターの設置 １カ所 

障害児の地域社会への参加・包容の（インクルージョン）推進体制の構築 有 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所等の設置数 １カ所 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 有 
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サービス名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

日
中
活
動
系
�
�
�
� 

生活介護 人／月 24 25 26 

自立訓練（機能訓練） 人／月 ０ ０ ０ 

自立訓練（生活訓練） 人／月 １ １ １ 

宿泊型自立訓練 人／月 １ １ １ 

就労移行支援 人／月 ２ ２ ３ 

就労継続支援（A 型） 人／月 12 14 16 

就労継続支援（B 型） 人／月 36 38 40 

就労定着支援 人／月 0 0 1 

療養介護 人／月 3 3 3 

短期入所 
医療型 人／月 4 4 ４ 

福祉型 人／月 １ １ １ 

 
 

居
住
系 

�
�
�
� 

共同生活援助 人／月 14 14 15 

うち、精神障がい者 人／月 7 8 9 

施設入所支援 人／月 6 5 5 

自立生活援助 人／月 0 0 1 

うち、精神障がい者 人／月 0 0 1 

相
談
支
援 

計画相談支援 人／月 33 35 37 

地域移行支援 人／月 0 0 1 

うち、精神障がい者 人／月 0 0 1 

地域定着支援 人／月 0 0 1 

うち、精神障がい者 人／月 0 0 1 

地
域
生
活
支
援
事
業 

理解促進研修・啓発事業 有無 有 有 有 

自発的活動支援事業 有無 有 有 有 

障害者相談支援事業 カ所 17 19 19 

基幹相談支援センター 有無 有 有 有 

基幹相談支援センター等機能強化事業 有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業 有無 検討 検討 検討 

成年後見制度利用支援事業 件／年 １ １ １ 

成年後見制度法人後見支援事業 有無 有 有 有 

手話通訳者派遣 件／年 10 15 20 

要約筆記者派遣 件／年 10 10 10 

介護・訓練支援用具 件／年 ３ ３ ３ 

自立生活支援用具 件／年 ３ ３ ３ 

在宅療養等支援用具 件／年 ３ ３ ３ 

情報・意思疎通支援用具 件／年 ４ ４ ４ 

排せつ管理支援用具 件／年 290 295 300 

居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 件／年 １ １ ２ 

移動支援事業 人／年 27 28 29 
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サービス名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 

地
域
生
活 

支
援
事
業 

地域活動支援センター カ所 ３ ３ ３ 

地域活動支援センター機能強化事業 カ所 ３ ３ ３ 

日中一時支援事業 人／年 14 15 16 

訪問入浴サービス事業 人／年 ３ ３ ３ 

町
独
自
�
事
業 

いきいきサロン 人／年 230 240 250 

障害者等通院費助成事業 人／年 170 176 182 

インフルエンザ予防接種助成事業 人／年 60 60 60 

高齢障がい者に対する課題等につい

て協議の場の設置 
１市４町による協議の場の設置について検討を進める。 

権利擁護事業の実施 
彦愛犬権利擁護サポートセンターを中核機関とし、成年

後見制度の利用促進に向けた取り組むを進める。 

 

 

８ 障がい児福祉サービスの見込量 

サービス名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 人／月 3 ４ ４ 

放課後等デイサービス 人／月 21 24 27 

保育所等訪問支援 人／月 ２ ２ ２ 

居宅訪問型児童発達支援 人／月 0 0 1 

福祉型障害児入所施設 人／月 0 0 1 

医療型障害児入所施設 人／月 0 0 1 

障害児相談支援  人／月 8 9 10 

医療的ケア児に対する関連分野

の支援を調整するコーディネータ

ーの配置人数（実人数） 

人／年 0 0 1 

県からの受託事業 

医療的ケア児童生徒の通学に係

る保護者支援事業 

医療的ケア児の登下校時の自宅と学校間の送迎を保護者に代わって

行う事業を実施。 
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